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令和８年度伊勢崎市監査計画 

 

１．実施方針 

 ⑴ 監査、検査及び審査（以下「監査等」という。）を行うに当たっては、伊勢崎市監査基

準に従って実施する。 

 ⑵ 監査等の実施に当たっては、合規性、正確性に加えて、経済性、効率性及び有効性の観

点から実施する。 

 ⑶ 監査の実施にあたり、高度な専門性を必要とするものについては、調査委託により行う。 

 

２．監査等の種類、対象及び実施時期 

 ⑴ 定期監査（地方自治法第１９９条第４項の規定による監査） 

  ア 水道事業会計・公共下水道事業会計・農業集落排水事業会計・特定地域生活排水処理

事業会計・病院事業会計 

  令和７年度を対象とし、５月下旬から７月上旬に予備監査及び本監査を実施する。 

  イ 一般会計・特別会計 

   令和８年度（一部、令和７年度も含む）を対象とし、８月下旬から翌年３月にかけて、

予備監査及び本監査を実施する。 

⑵ 随時監査（地方自治法第１９９条第５項の規定による監査） 

  対象については、監査委員協議により選定する。 

⑶ 財政援助団体等監査（地方自治法第１９９条第７項の規定による監査） 

  対象については、令和８年度において、市が補助金等の財政的援助を行っている団体、

出資している団体、公の施設の管理を行わせている指定管理者等から、監査委員協議によ

り抽出選定する。時期は、所管課の定期監査時期に併せ実施する。 

⑷ 決算等の審査 

 ア 一般会計・特別会計の歳入歳出決算審査（地方自治法第２３３条第２項の規定による 

審査） 

 イ 基金運用状況審査（地方自治法第２４１条第５項の規定による審査） 

 ウ 水道事業会計・公共下水道事業会計・農業集落排水事業会計・特定地域生活排水処理

事業会計・病院事業会計の決算審査（地方公営企業法第３０条第２項の規定による審

査） 
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 エ 健全化判断比率等審査（財政健全化法第３条第１項及び第２２条第１項の規定による

審査） 

 オ 貯蔵品の実査（上下水道局、市民病院） 

  ア～ウは６月下旬から８月上旬にかけて実施、エは７月下旬から８月上旬に実施し、オ

は３月に実施する。 

⑸ 例月出納検査（地方自治法第２３５条の２第１項の規定による検査） 

 一般会計・特別会計及び公営企業会計を対象とし、毎月原則として２８日に実施する。 

⑹ 内部統制評価報告書審査（自治法第150条第5項の規定による審査） 

 市長が作成した内部統制評価報告書について、市長による評価が適切に実施され、内部統 

制の不備について重大な不備に当たるかどうかの判断が適切に行われているか審査する。 

 

３．実施計画 

 ⑴ 日程等 

  令和８年度における監査等は、別紙「令和８年度伊勢崎市監査等実施計画」による。ただ

し、必要により予定を変更または追加することができる。 

４．実施要領 

 ⑴ 実施の方法 

  監査の実施に当たっては、事前に担当課から提出された資料に基づき、職員による予備監

査を行い、その後関係職員の説明を聴取し、必要により現地監査を行う。 

 ⑵ 実施の体制 

  監査等に当たっては、監査委員が実施し、事務局長以下職員が補助する。 
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⑶ 監査等の着眼点 

種 別 監 査 等 の 重 点 

定期監査 財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令に適

合し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げるように行われて

いるか、その組織及び運営の合理化に努めているか等について重

点を置く。 

また、前年度の指摘事項の改善状況、歳入関係及び契約につい

て精査等するとともに、補助金支出において公益性が図られ合理

的な算出基準により行われていること、補助効果の確認及び支出

方法の適法性や妥当性についても精査等を行う。さらに、各所管

における財産、現金、備品及び薬品等の管理状況等にも重点をお

いて精査等する。 

随時監査 

 

対象は、監査委員協議により選定する。専門的な分野になるこ

とから、技術士に調査を委託し、適正性・経済性等の観点から検

証を行う。 

財政援助団体等監

査 

（財政援助団体監査） 

所管部局に関しては、補助金等の決定は法令等に適合するか、

目的は明確か、公益上の必要性は十分か、額の算定、交付方法、

時期、手続等は適正か、効果及び条件の履行の確認が実績報告書

等によりなされているか、補助金等交付団体への指導監督は適正

に行われているか等について重点を置く。 

 団体に関しては、計画及び交付条件に従って事業が実施され、

十分効果が上げられているか、補助金等に係る収支の会計経理は

適正に行われているか等について重点を置く。 

（出資団体監査） 

 所管部局に関しては、出資団体の経営成績及び財政状態を十分

把握し、適切な指導監督を行っているか等について重点を置く。 

団体に関しては、設立目的（出資目的）に沿った事業運営が行

われているか、決算諸表等は適正に作成され、会計処理及び財産

管理は適切か、経費節減が図られるとともに資金の運用は適切に

行われているか等について重点を置く。 

（公の施設の指定管理者監査） 

所管部局に関しては、管理に関する協定等の締結は適正に行わ

れているか、協定書等には必要事項が適正に記載されているか、

管理経費の算定や支出手続等は適正になされているか、事業報告

書の点検は適切になされているか等について重点を置く。 

指定管理者に関しては、事業の執行は協定書等の目的及び仕様
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書のとおり実施されているか、経費節減は図られているか、利用

促進のための努力はなされているか、公の施設の管理に係る収支

会計経理は適正になされているか等について重点を置く。 

決算審査（一般会

計・特別会計） 

 

決算書と証書類及び帳簿の符合、歳入及び歳出執行状況の適正

性等について総合的に審理し、かつ経理事務を確認する。 

歳入については、不適当な調定や調定漏れはないか、調定の時

期や手続は適正か、予算現額や調定額に比べて収入済額に大きな

差異がないか、収入未済への対応や不納欠損処分及び滞納処分停

止の事務処理は適切か等について重点を置く。 

歳出については、予算額に対し多額の不用額を生じているもの

はないか、予備費充当または流用増減額の理由や手続は適正であ

るか等について重点を置く。 

財産については、異動増減の理由や処理は適正か、遊休財産は

ないか等について重点を置く。 

決算審査（水道事

業・公共下水道事

業・農業集落排水

事業・特定地域生

活排水処理事業・

病院事業の各会計

） 

貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書（欠損金処理計算

書）を中心として、その会計原則に対する適合性及び経営効果を

確認する。 

財政状態及び経営成績の推移を把握し、公営企業のより健全な

経営に資するよう、年度比較分析や比率等分析に重点を置く。 

 

基金運用審査 基金の運用が、適正かつ効率的に行われているかを審査する。 

健全化判断比率等

審査 

健全化判断比率及び公営企業会計の資金不足比率の算定が適正

に行われているかを審査する。 

例月出納検査 会計管理者、病院事業管理者及び市長（企業管理者）の保管す

る現金の現在高、出納関係諸表等の計数の正確性を検証するとと

もに、現金の出納事務が適正に行われているかどうかを主眼とし

て、毎月の現金の在高及び出納関係諸表等の計数の正確性を検証

するため検査を行う。 

内部統制評価報告

書審査 

 市長による評価が適切に実施され、内部統制の不備について重

大な不備にあたるかどうかの判断が適切に行われているかを審査

する。 
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⑷ 実施の際、提出・提示を求める資料 

種 別 提 出・提 示 資 料 

定期監査 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)前回の監査指摘事項に対する対応状況 

(2)内部統制 

(3)事務分掌表 

(4)職員の配置状況 

(5)時間外勤務の状況 

(6)事業説明 

(7)契約状況一覧表 

(8)契約一覧 

(9)補助金等の交付状況 

(10)収支月計表 

(11)公有財産等の所管状況 

(12)行政財産の目的外使用の許可状況 

(13)公印取扱事務 

(14)薬品等取扱管理状況 

(15)現金等取扱事務 

(16)議決を要する契約・財産の取得等がある場合は、議決証明書

等 

随時監査 (1)関連書類一式 

財政援助団体等監査 （財政援助団体監査） 

(1)概要調書 

(2)事務執行体制等の状況 

(3)業務状況調べ 

(4)事務・事業委託契約状況 

(5)補助金等交付申請書（写し）及び予算書・事業計画書（写し） 

(6)補助金等交付決定通知書（写し） 

(7)事業報告書（写し）及び決算書又は収支精算書（写し） 

(8)補助金等交付確定通知書（写し） 

(9)補助金執行関係帳簿及び領収証書類 

(10)団体の規約、会則等（写し） 

(11)その他関連書類 

（出資団体監査） 

(1)概要調書 

(2)団体の定款、規約等（写し） 

(3)予算書・決算書（写し） 

(4)事務執行体制等の状況 

(5)業務状況調べ 
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(6)事務・事業委託契約状況 

(7)その他関連書類 

（公の施設の指定管理者監査） 

(1)概要調書 

(2)事務執行体制等の状況 

(3)業務状況調べ 

(4)事務・事業委託契約状況 

(5)事業計画特記事項 

(6)基本協定書・年度協定書（写し） 

(7)団体の定款、約款等（写し） 

(8)管理事業報告書及び決算書（写し） 

(9)火災動員計画及び火気取締り責任者 

(10)その他関連書類 

決算審査（一般会計

・特別会計） 

 

 

 

 

(1)地方自治法第２３３条第１項及び同施行令第１６６条第２項に

掲げる書類 

(2)滞納繰越処分伺 

(3)不納欠損処分伺 

(4)収支証拠書類 

(5)その他関連書類 

決算審査（水道事業

・公共下水道事業・

農業集落排水事業・

特定地域生活排水処

理事業・病院事業の

各会計） 

(1)地方公営企業法第３０条第１項及び同施行令第２３条に掲げる

書類 

(2)元帳、伝票その他収支の証拠書類 

 

基金運用審査 地方自治法第２４１条第５項に掲げる書類 

健全化判断比率等審

査 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２

２条第１項に掲げる書類 



7 

 

例月出納検査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（一般会計及び特別会計） 

(1)収支月計表（総括表） (2)一時繰替流用金の内訳 

(3)収入・支出月計表、出納検査内訳表 (4)現金受払現計表 

(5)歳計外現金集計表 (6)契約保証金の内訳 

(7)基金会計金融機関別預金残高一覧表  

(8)基金会計債券保管状況一覧表（債券残高証明書含む） 

(9)市税収入額調 (10)釣銭等用現金交付簿         

(11)預金残高証明書、借入金残高証明書（またはこれに代わるも

の）(12)収支日計総括表 (13)支出証憑書類 

（水道事業、公共下水道事業、農業集落排水事業及び特定地域生

活排水処理事業の各会計） 

(1)合計残高試算表 (2)資金予算表 (3)月間資金受払状況表 

(4)予算執行状況一覧表  

(5)預金残高証明書、借入金残高証明書（またはこれに代わるも

の） (6)つり銭準備金使用簿  

(7)債券保管状況一覧表（債券残高証明書含む）  

(8)現金収支明細表 (9)支出証憑書類  

（病院事業会計） 

・病院事業 

(1)予算執行状況表 (2)建設改良費執行一覧 

(3)月間資金収支状況表  

(4)入院・外来患者数及び収益の状況 

(5)キャッシュ・フロー計算書 (6)合計残高試算表  

(7) 預金残高証明書、借入金残高証明書（またはこれに代わ

るもの） 

(8)債券保管状況一覧表（債券残高証明書含む） 

(9)つり銭準備金使用簿 (10)支出証憑書類 

・介護老人保健施設事業・訪問看護事業 

(1)予算執行状況表 (2)月間資金収支状況表  

(3)キャッシュ・フロー計算書 (4)合計残高試算表  

(5) 預金残高証明書、借入金残高証明書（またはこれに代わ

るもの） 

(6)支出証憑書類 

内部統制評価報告書

審査 

(1)内部統制評価報告書 

(2)附属資料 
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 ⑸ 実施の際出席を求める者 

 

 

種 別 出 席 範 囲 

定期監査 主管部長、副部長（課に属する施設の場合を除く。）、主管課長、課

長補佐等（施設等にあっては、これに準ずる者。） 

随時監査 (1) 主管部長、副部長（課に属する施設の場合を除く。）、主管

課長、課長補佐等（施設等にあっては、これに準ずる者。） 

(2) 必要により出席を求めた関係職員及び関係者 

財政援助団体等監

査 

(1)主管部長、副部長、主管課長、課長補佐等 

(2)財政援助団体等関係者 

(3)上記の他必要により出席を求めた関係者 

決算審査 必要により出席を求めた関係職員 

基金運用審査 必要により出席を求めた関係職員 

健全化判断比率等

審査 

必要により出席を求めた関係職員 

例月出納検査 （一般会計・特別会計） 

会計管理者、会計課長、財政課長、会計課出納係長 

（水道事業・公共下水道事業・農業集落排水事業及び特定地域生

活排水処理事業の各会計） 

上下水道局長、上下水道局副局長、総務課長、経理係長 

（病院事業会計） 

 ・病院事業 

経営企画部長、経営企画部副部長、財務課長、財政係長 

・介護老人保健施設事業・訪問看護事業 

  管理課長、管理係長 

上記の他必要により出席を求めた関係職員 

内部統制評価報告

書審査 

必要により出席を求めた関係職員 


